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西和賀町第３期子ども・子育て支援事業計画（素案）に対するパブリックコメントの結果について 

 

１．実施期間 

 令和６年 12 月９日（月）～令和７年１月 10 日（金） 33 日間 

※町ホームページでの告知、教育委員会学務課（湯田庁舎）での閲覧 

 

２．意見提出者数 

 ２人（10 件） 

 

３．提出方法 

 メール２人 

 

４．意見の概要と町の考え方 

番号 該当箇所（頁） 意見の概要 町の考え方 

１ P28・P65 ファミリー・サポート・センター事業は、利用したい人だけが

いてもダメで、いかに提供会員を確保できるかが重要と思いま

す。事業が実施できるようになれば、地域で子育てをするとい

う意味でも雰囲気が変わってくると思うので、実現されること

を期待します。 

素案の P65 にありますように、ファミリー・サポート・セン

ター事業については、いただいたご意見を参考としながら実施

に向けた検討を行ってまいります。 

２ P31・P67 最近は出産の高年齢化もあって、産後のケアもより大事になっ

てきていると思います。ぜひ実現してお母さん方の助けになっ

てください。 

素案の P67 にありますように、産後ケア事業については、実

施に向け取り組んでまいります。 

３  計画が公開されていることは非常に大切なことだと感じます。

しかしこのような計画を読み込んで意見するということは、な

かなか難しいのではないでしょうか。意見を聞く気がないよう

な印象を与えます。意見を聞く箇所を絞る、計画自体分かりや

すいものにするなどの工夫が必要ではないかと考えます。 

パブリックコメントの実施方法等については、ご意見を今後の

参考とさせていただきます。 
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番号 該当箇所（頁） 意見の概要 町の考え方 

４ P12・13 保護者の就労等の状況の調査で、出勤や帰宅の時間が母親だけ

の調査になっていることは疑問です。家庭内労働、子育てを母

親が担って当然のような印象を与えます。様々な家庭状況があ

りますし、父親の時間も調査することで、子育て家庭の困難が

別の角度からも見られる結果になったのではないかと考えま

す。 

P22 に「男性を含めた働き方の見直し」に言及されていること

は重要です。 

素案の P10～P13 について、子ども・子育て支援事業に関する

アンケート調査では父親の就労状況も調査しており、母親と同

様に結果を示すことはできます。第２期計画では母親の就労状

況のみを掲載していたため、それに倣っていたものです。 

ご意見を踏まえ、父親の就労状況についても掲載することとい

たします。 

５ P23 事業の評価は、誰のどのような評価なのかが分かりません。説

明が必要ではないでしょうか。とはいえ、多岐にわたる事業を

一つ一つ総括し、改善させようとしていることが伝わります。 

各事業は、事業所管課に対して取組状況の調査を実施し、併せ

て取組内容の評価をしてもらい、今計画へ反映させているもの

です。評価の主体について、以上の内容を本文へ追記いたしま

す。 

６ P29 第 1 子の保育料免除、3 歳以上児の主食提供が検討事項に入っ

ていることを評価します。早期の実現を。 

いただいたご意見を踏まえ、検討を行ってまいります。 

７ P65 ファミリー・サポート・センターの検討は進むことを期待しま

す。元保育士の皆さんに活躍してもらうなど、考えられるよう

に思います。 

素案の P65 にありますように、ファミリー・サポート・セン

ター事業については、いただいたご意見を参考としながら実施

に向けた検討を行ってまいります。 

８ P62 地域子育て支援拠点施設の「整備を目指す」前向きな表現にな

っていることを評価します。 

素案の P62 にありますように、地域子育て支援拠点事業（子

育て支援センター）については、実施に向け取り組んでまいり

ます。 

９ P67 産後ケア事業デイサービス施設の「開設を目指す」前向きな表

現になっていることを評価します。 

素案の P67 にありますように、産後ケア事業については、実

施に向け取り組んでまいります。 
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番号 該当箇所（頁） 意見の概要 町の考え方 

10  計画と直接関係はありませんが、子育て支援の重要なポジショ

ンを担っている保育士の皆さんの待遇改善を望みます。高い専

門性が必要な職種であるにも関わらず、給与面でそのような待

遇になっているでしょうか。また、継続的に必要な人員を会計

年度任用職員で賄っている実態はないか、常に点検が必要で

す。子どもにかかわる者が、心身ともに安定している状況にな

いことは、子どもに悪影響を与えかねません。職場の良好な人

間関係、身体的にも精神的にも十分な休養が取れることも重要

です。何より、教育委員会と各施設の連携が十分取れているこ

とは、現場職員を励まします。 

保育士の待遇改善等については、ご意見を今後の参考とさせて

いただきます。 

各保育所とは随時連絡を取り合い、情報共有や状況把握に努め

ております。 

 


